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1　株主資本計数の変動パターンとその手順
	減少科目
	増加科目
	原則的な手続
	分配特則規定適用会社
	債権者保護手続

	
資本金

	①　資本準備金
	株主総会・特別決議
	
	必要

	
	②　その他資本剰余金
　　(資本金減少差益)
	株主総会・特別決議
	
	必要

	
	③　欠損てん補
	株主総会・特別決議
	
	必要

	
	④　定時株主総会における欠損てん補で分配可能な剰余金が発生しない場合
	[bookmark: _GoBack]定時株主総会・普通決議
	
	必要

	資本準備金
	①　資本金
	株主総会・普通決議
	
	不要

	
	②　その他資本剰余金
　　(資本準備金減少差益)
	株主総会・普通決議
	
	必要

	
	③　欠損てん補
	株主総会・普通決議
	
	必要

	
	④　定時株主総会における欠損てん補で分配可能な剰余金が発生しない場合
	定時株主総会・普通決議
	●
	不要

	
その他資本剰余金

	①　資本金
	株主総会・普通決議
	
	不要

	
	②　資本準備金
	株主総会・普通決議
	
	不要

	
	③　その他利益剰余金(マイナスの場合に限る。)
	株主総会・普通決議
	●
	不要

	利益準備金
	①　資本金
	株主総会・普通決議
	
	不要

	
	②　その他利益剰余金
	株主総会・普通決議
	
	必要

	
	③　欠損てん補
	株主総会・普通決議
	
	必要

	
	④　定時株主総会における欠損てん補で分配可能な剰余金が発生しない場合
	定時株主総会・普通決議
	●
	不要

	その他利益剰余金
	①　資本金
	株主総会・普通決議
	
	不要

	
	②　利益準備金
	株主総会・普通決議
	
	不要

	
	③　その他資本剰余金(マイナスの場合に限る。)
	決議不要(法律上、当然に行われる。)
	
	不要

	その他利益剰余金の処分(任意積立金の積立て又は取崩し)
	株主総会・普通決議(一部は取締役会の決議)
	●
	不要


· 『分配特則規定適用会社』の●印は、取締役会決議でできるという意味である。
· 債権者保護手続とは、『官報の公告』及び『個別催告』をいう。
